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第１章  調査の概要

調査の目的

障がい者の増加や高齢化、新型コロナウイルス感染症の影響等により、障がい者に対する支援のニーズ

は多様化・複雑化している。区は、おおた障がい施策推進プランにおいて包括的な支援体制及び地域力に

よる支援と共生の地域づくりを掲げ、障害福祉施策を推進しているところであるが、次期「おおた障がい施

策推進プラン(大田区障害者計画、第 7 期大田区障害福祉計画、第 3 期大田区障害児福祉計画、大田区発

達障がい児・者支援計画)」の策定にあたり、障がい者を取り巻く状況や課題等に関する最新の情報を把握

する必要がある。区内全域に調査を行い、障がい者の生活状況、障害福祉サービス等の利用状況及びサー

ビス事業者の実態等を把握するとともに、地域ごとの課題や障がい特性に応じた支援ニーズを分析するこ

とで、より効果的な計画策定のための基礎資料を得ることを目的とし、大田区障がい者実態調査を実施す

る。 

調査実施概要

調査対象  

区内在住の障がい者、区内でサービスを提供している事業所を対象に調査を実施した。 

①18 歳以上調査 抽出数

障がい種別 

年齢層 
抽出数 

合計 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 
80 代

以上 

身
体
障
害
者
手
帳
所
持
者

視覚障がい 35 38 58 77 75 59 58 400 

聴覚・平衡機能障がい 59 52 50 70 61 60 48 400 

音声・言語・そしゃく機能障がい 8 6 16 23 38 35 24 150 

肢体不自由 140 130 129 128 119 102 102 850 

内部障がい 94 98 90 90 84 72 72 600 

愛の手帳所持者 139 119 125 110 105 90 12 700 

精神障害者保健福祉手帳所持者 110 100 95 95 85 72 43 600 

自立支援医療受給者証（精神通院）所持者 34 30 30 30 28 24 24 200 

特定医療費受給者証所持者 100 92 90 90 84 72 72 600 

合計 4,500 

※障がい種別及び年齢層ごとに抽出数を割り当てた上での無作為抽出

1



 

 

 

②18 歳未満調査 抽出数 

障害種別 抽出数 

身
体
障
害
者
手
帳
所
持
者 

視覚障がい 17 

聴覚・平衡機能障がい 50 

音声・言語・そしゃく機能障がい 2 

肢体不自由 202 

内部障がい 69 

愛の手帳所持者 680 

精神障害者保健福祉手帳所持者 69 

自立支援医療受給者証（精神通院）所持者 41 

特定医療費受給者証所持者 20 

通所受給者証所持者 350 

合計 1,500 

※障がい種別に抽出数を割り当てた上での無作為抽出 

 

③サービス提供事業所調査 抽出数 

事業所の種類 抽出数 

指定障害福祉サービス事業者 153 

指定障害者支援施設 2 

指定一般・特定・障害児相談支援事業者 20 

指定障害児通所支援事業者 25 

合計 200 

※事業所の種類ごとに抽出数を割り当てた上での無作為抽出 

 

 調査方法  

郵送発送、郵送及びインターネットによる回答 

 

 調査期間  

令和４年 11 月２日（水）～11 月 25 日（金）  
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 回収結果  

 

調査種別 有効調査数 有効回答数 無効回答数 回収率 

①18 歳以上調査 4,434 件 2,144 件 25 件 48.9 ％ 

②18 歳未満調査 1,483 件 713 件 6 件 48.5 ％ 

③サービス提 供 事 業 所  199 件 136 件 2 件 69.3 ％ 

合計 6,116 件 2,993 件 33 件 49.5 ％ 

※6,200 件発送のうち、84 件が宛先不明。戻分は回収率算出の分母から除いている。 

 

 調査結果の見方  

 障がいの特性を踏まえた分析について 

各設問における分析にあたっては、障がいの特性を踏まえるため、以下の分類により行った。略称につい

ては、分類自体が回答者の回答に基づくものでもあり、困りごとなど共通した傾向が見られやすいと思わ

れる枠組みとしてつけたものであるため、一般的な、身体障がい、知的障がい、精神障がい等と完全に重な

るものではない。また、各分類において重複が発生しうることに留意が必要である。 

①各障がい種の分類方法 

略称 分類方法 

［身体］ 身体障害者手帳を持っていると回答した方 

［知的］ 愛の手帳を持っていると回答した方 

［精神］ 精神障害者保健福祉手帳または自立支援医療受給者証を持っていると回答した方 

［難病］ 特定医療費受給者証を持っていると回答した方 

［発達］ 発達障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

［高次］ 高次脳機能障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

 

また、特に、身体障がいのある方について、さらに詳しく分析を行う場合は、同様に以下の分類のもと、

次の略称を用いる。 

②身体障がいのある方の詳細分析における分類方法 

略称 分類方法 

［視覚］ 視覚障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

［聴覚］ 聴覚・平衡機能障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

［音声］ 音声・言語・そしゃく機能障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

［体幹］ 体幹や上肢下肢などの運動機能障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 

［内部］ 内臓や免疫機能などの内部障がいを手帳等の取得のきっかけと回答した方 
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 ウェイトバック集計について 

「18 歳以上調査」と「18 歳未満調査」においては、居住地域及び回答者の年齢層による回収率等の差異

を補正する目的で、集計にあたっては、データにウェイトを乗じて算出するウェイトバック集計を実施した。 

ウェイトバック集計とは、回収されたサンプル（標本）を母集団（対象人口）の構成に合わせて集計する方

法で、母集団と回収サンプルの構成比が異なる場合に、属性の抽出率や回収率の違いを補正し母集団構成

比に復元する場合などに使用するものである。 

本調査における居住地域及び年齢層別のウェイトは以下のようになっている。 

 
居住地域及び年齢層別ウェイト 

居住地域 年齢層 母集団（A） 有効回答数（B） ウェイト（A/B） 

大森地域 

6 歳以下 299 77 3.88 

7～12 歳 407 90 4.52 

13～17 歳 275 66 4.17 

18～29 歳 912 97 9.40 

30～39 歳 1,113 96 11.59 

40～49 歳 1,543 82 18.82 

50～59 歳 1,806 120 15.05 

60～69 歳 1,553 99 15.69 

70～79 歳 2,087 109 19.15 

80 歳以上 2,025 72 28.13 

調布地域 

6 歳以下 312 58 5.38 

7～12 歳 339 64 5.30 

13～17 歳 250 73 3.42 

18～29 歳 732 68 10.76 

30～39 歳 820 56 14.64 

40～49 歳 1,150 72 15.97 

50～59 歳 1,327 76 17.46 

60～69 歳 1,202 80 15.03 

70～79 歳 1,475 72 20.49 

80 歳以上 1,633 45 36.29 

※次ページに続く 
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居住地域 年齢層 母集団（A） 有効回答数（B） ウェイト（A/B） 

蒲田地域 

6 歳以下 291 49 5.94 

7～12 歳 404 88 4.59 

13～17 歳 265 54 4.91 

18～29 歳 999 91 10.98 

30～39 歳 1,231 98 12.56 

40～49 歳 1,748 112 15.61 

50～59 歳 2,110 126 16.75 

60～69 歳 1,741 109 15.97 

70～79 歳 2,233 96 23.26 

80 歳以上 2,005 70 28.64 

糀谷・羽田地域 

6 歳以下 63 19 3.32 

7～12 歳 131 43 3.05 

13～17 歳 178 32 5.56 

18～29 歳 495 46 10.76 

30～39 歳 457 31 14.74 

40～49 歳 737 51 14.45 

50～59 歳 916 45 20.36 

60～69 歳 812 48 16.92 

70～79 歳 1,042 37 28.16 

80 歳以上 1,016 40 25.40 

 

※母集団とは、大田区内の各種障害者手帳所持者等の居住地域及び年齢層別の人数。 

※サービス提供事業所調査では、地域ごとに回収率等の差異が発生する可能性は低いと考えられたため、ウェイト

バック集計を行っていない。 
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 調査結果を見る上での注意事項  

 原則として調査票の順番に沿って集計結果を示している。 

 集計表及びグラフの「n=○○」はその設問についての有効回答数を示している。ウェイトバックを

行っている集計結果（18歳以上調査及び 18歳未満調査）においては、「n=○○」の記載を省略し

ている。 

 集計対象件数が 10 件未満となる場合、集計の精度を保つことが難しいため、グラフでの掲載を省

略している。 

 集計結果は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しているため、数値の合計が 100.0%にならな

い場合がある。 

 回答の比率（%）は、その質問の回答者数を基礎として算出しているため、複数回答の設問はすべ

ての比率を合計すると、100.0%を超える場合がある。 

 障がいの特性を踏まえた分析においては、各種障害者手帳等の所持状況に重複があることに留意が
必要である。 

 障がいの特性を踏まえた分析等においては、全体と比較して１０ポイント以上差異がある項目につ
いてコメントにて言及している。 

 「0.0％」の回答割合が連続する場合において、グラフから各選択肢の回答割合の表記を省略してい

る場合がある。 
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